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３．１．３  首都圏での中小地震と大地震の発生過程の関係の解明 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

関東の太平洋沖で進行している平成 23 年東北地方太平洋沖地震の余効滑り等により活

発化した中小地震を含めた最近の中小地震の震源の決定、類型化を図る。また、古地震・

古津波記録すなわち計器観測記録、歴史資料、津波堆積物等の記録を収集し、分析するこ

とで、南関東で過去に発生した大地震の地震像を明らかにし、新たな時系列モデルを構築

する。これらをもとに中小地震と大地震の発生過程の関係を解明する。  

 

(b) 平成２４年度業務目的 

MeSO-net による観測データを含めて、平成 23 年東北地方太平洋沖地震後に活発化した

中小地震の震源・発震機構解の決定を行う。大地震の応力変化によるメカニズム解・地震

活動度の変化を表示する方法を提案し、3.1.1「首都圏での地震発生過程の解明」と連携し

て 2011 年東北地方太平洋沖地震前後の地震活動変化に適用する。過去に南関東で発生した

大地震の選定を行い、古地震記録等を収集、デジタルデータ化を行う。1703 年元禄関東地

震より前の関東地震の発生年代の推定のために、地質試料の再検討ならびに分析を行う。 

 

(c) 担当者 

 

所属機関  役職  氏名  メールアドレス 

東京大学地震研究所  

東京大学地震研究所  

教授  

特任研究員  

佐竹健治  

石辺岳男  

 

 

(2) 平成２４年度の成果 

(a) 業務の要約 

1) MeSO-net による観測データを含めて、平成 23 年東北地方太平洋沖地震後に活発化した

中小地震の震源・発震機構解の決定を行った。また、大地震の応力変化によるメカニズ

ム解・地震活動度の変化を表示する方法を提案し、3.1.1「首都圏での地震発生過程の解

明」と連携して 2011 年東北地方太平洋沖地震前後の地震活動変化に適用した。  

2) 過去に南関東で発生した大地震の選定を行い、古地震記録等を収集、デジタルデータ化

を行った。  

3) 1703 年元禄関東地震より前の関東地震の発生年代の推定のために、地質試料の再検討な

らびに分析を行った。  

 

(b) 業務の成果 

1）MeSO-net による観測データを含めた中小地震の震源・発震機構解の決定 

3.1.1「首都圏での地震発生過程の解明」から検測値データの提供をうけて、2008 年 4 月

1 日以降 2011 年 10 月 18 日までに首都直下地震観測網（MeSO-net）において検測された地
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震イベントの震源ならびに発震機構解の推定を実施した。震源決定は HypoMH (Hirata and 

Matsu’ura, 19871))により行い、発震機構解の推定には初動が 8 観測点以上で報告されてい

るイベントを対象として、HASH (Hardebeck and Shearer, 20022))を修正したプログラムを用

いた。  

図 1(P.117)に、首都直下地震観測網に基づいて 2011 年東北地方太平洋沖地震（以下、東

北沖地震と略記する）前後のそれぞれの期間に決定された震源分布ならびに発震機構解の

分布を示す。精度の低いものを除いて、1612 個の発震機構解が推定された。図 2(P.118)に

はいくつかの地震に対して推定された発震機構解と観測された初動の震源球表示を、図

3(P.119)には Frohlich (1992)3）の基準に基づいて分類された発震機構解の型の割合、ならび

に東北沖地震前後の T 軸・P 軸の方位分布をそれぞれ示す。3 月 11 日前後で検測の下限マ

グニチュードが異なる影響を考慮する必要があるが、首都直下地震観測網の範囲内では東

北沖地震後に逆断層型の地震の割合が顕著に増え、正断層型の地震の割合が減少している

傾向が見られる。観測網の範囲内における稍深発地震では後述するように、逆断層型の地

震に対しては応力が増加し、正断層型の地震に対しては応力が減少したことが推定されて

いる。首都直下地震観測網による発震機構解の時間変化は東北沖地震による応力変化に対

応すると考えられる。  

 

2）2011 年東北地方太平洋沖地震による南関東における応力変化と地震活動変化 

 2011 年 3 月 11 日に宮城県沖を震源として発生した東北沖地震はマグニチュード（M）

9.0 という、近代計器観測が日本において始まって以来最大の地震であった。本震発生以

降、震源域において非常に活発な余震活動が観測されているだけでなく、震源域から離れ

た領域においても 2011 年 3 月 12 日の新潟・長野県境の地震（M6.7）や 2011 年 4 月 11 日

の福島県浜通りの地震（M7.0）など、いくつかの顕著な誘発地震が発生した。さらに震源

域から数百 km 離れた領域においても明瞭な地震活動度の変化が報告されており、東北沖

地震は広範にわたって応力変化をもたらした可能性が高い。  

 大地震による応力変化の議論には、以下で定義される静的クーロン応力変化（以下、ΔCFF

と略記する）が用いられてきた（例えば、Reasenberg and Simpson, 19924））。  

  'CFF  

ここで、Δτはせん断応力の変化分（断層すべりの方向を正とする）、Δσは法線応力の変化

分（圧縮方向を正とする）、μ′は見掛け上の摩擦係数で 	μᇱ ൌ 	μሺ1 െ Bሻ で定義される。ここ

で B は Skempton 係数、μは摩擦係数である。ΔCFF が正の場合には、応力が増加し断層運

動が促進される（地震活動が活発化する）変化があったことを、負の場合には応力が減少

し断層運動が抑制される（地震活動が静穏化する）変化があったことをそれぞれ示す。ΔCFF

の計算には、応力変化を引き起こす原因となった地震の情報（断層の位置、幾何形状やす

べり分布）と、応力変化を受ける側の断層情報（位置とメカニズム解）が必要になる。こ

れまでは受け手側の断層として、大地震と同様のメカニズム解等、メカニズム解を仮定し

たり、あるいは地震前の広域応力場を仮定したりすることで ΔCFF が計算されてきた。し

かしながら、様々なメカニズム解の地震が混在する複雑な応力場において、メカニズム解

を仮定して計算した ΔCFF は大きな誤差を含み、この誤差は実際に発生した地震のメカニ
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ズム解を受け手側の断層としてΔCFF を計算することで軽減することができると考えられ

る（例えば、Ishibe et al., 2011a5), 2011b6)）。  

 首都圏を含む南関東は、南からフィリピン海プレート（以下、PHS と略記する）が沈み

込み、さらにその下に東から太平洋プレート（以下、PAC と略記する）が沈み込む複雑な

テクトニクスを形成しており、様々な被害地震が発生してきた。この中で特に規模の大き

なものが相模トラフ沿いのプレート境界で発生する関東地震であり、1923 年大正関東地震

ならびに 1703 年元禄地震が知られている。地震調査委員会(2004)7)によって、大正型関東

地震の平均再来間隔は 200～400 年、元禄型の平均再来間隔は 2300 年程度とそれぞれ推定

されており、関東地震の今後 30 年確率は 0～2％程度と算出されている。一方、南関東で

発生するその他の M7 級地震の今後 30 年間発生確率は、1885 年以降に発生した 5 つの M7

級被害地震（1894 年明治東京地震、1895 年ならびに 1921 年茨城県南部の地震、1922 年浦

賀水道付近の地震、1987 年千葉県東方沖の地震）に基づき地震調査委員会(2004)7)によっ

て 70％と推定されており、切迫性が高い（例えば、石辺・他，2009a8), 2009b9)）。  

関東地方では様々なメカニズム解の地震が混在しているため、関東地方で実際に発生し

た地震のメカニズム解を受け手側の断層メカニズムとして、東北沖地震による ΔCFF を計

算し、本震前後の地震活動度変化と比較した。ΔCFF の計算には剛性率が 40GPa、ポアソ

ン比が 0.25 の線形弾性体を仮定し、Okada (1992)10)のプログラムを用いた。なお、見掛け

上の摩擦係数として 0.4 を仮定した。  

 大地震の応力変化によるメカニズム解の変化を表示する方法として、クーロン三角ダイ

アグラム表示を用いた。これは三角ダイアグラム（Frohlich, 19923)）上に震源球を表示し、

その押しの領域の色を計算された ΔCFF で表したものである。この表示方法を用いること

で様々なメカニズム解の地震が混在する領域においても、どのタイプの地震が活発化ある

いは静穏化することが期待されるのか視覚的に容易に認識することができる。  

地震活動度の相対的活発化あるいは静穏化の議論には、すべての地震が規模の大小によ

って個数は異なるものの余震を伴うとする、Epidemic Type Aftershock Sequence model

（ETAS モデル；Ogata, 198811)）を用いた。  
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ここで、 )(t は強度関数、   は背景的地震活動度、Mc はカットオフマグニチュード、

は余震の規模別頻度分布を支配するパラメータである。K は余震活動の活発化を表すパラ

メータであり、大きいほど活発な余震活動が期待される。p は余震の時間的減衰の度合い

を支配するパラメータであり、大きいほど急速に減衰していく。和は経過時間 t （日）ま

でに発生した j 番目の余震（マグニチュードは Mj、発震時刻は tj）まですべてに対して行

われる。1997 年 10 月 1 日以降、2011 年 3 月 10 日までにそれぞれの領域で発生した地震か

ら、5 つのパラメータ（K、c、p、  、 ）を最尤法により推定し、これにより期待され

る理論度数と 2011 年 3 月 11 日以降に観測された地震数を比較した。  

 東北沖地震の断層モデルとして、津波波形インヴァージョンによって推定された Satake 

et al. (2013)12)を用いた。また受け手側の断層メカニズム解として、以下に述べる 3 つのメ
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カニズム解カタログを用いた。1 つ目は関東・東海地殻活動観測網によって決定された初

動メカニズム解（1979 年 6 月～2003 年 6 月、M2.0 以上；例えば村松・関東東海地殻活動

観測研究グループ、200213)）であり、防災科学技術研究所によって公開されている。対象

とした領域内において、30746 個のメカニズム解が推定されている。2 つ目は、同様に防災

科学技術研究所により公開されている F-net メカニズム解（1997 年 1 月～2012 年 4 月）で

ある。3 つ目は、1)で述べた MeSO-net の初動に基づいて本課題において推定したメカニズ

ム解（2008 年 4 月～2011 年 10 月）であり、その数は本震前で 1188 個、本震後において

424 個の合計 1612 個である。また、東北沖地震前後の地震活動度変化の議論には気象庁一

元化震源カタログ（1997 年 10 月～2012 年 2 月）を用いた。  

 関東・東海地殻活動観測網による初動メカニズム解（第 1 節面）を受け手側の断層メカ

ニズム解として計算された ΔCFF の分布、ならびに東北沖地震前後の震央分布を図 4(P.120)

に示す。関東地方で過去に発生した 30746 個の地震のメカニズム解のうち、ΔCFF が 0.1 bar

以上増加した地震数は約 16000 個であった。一方で、0.1 bar 以上減少した地震数は約 8000

個であった。見掛け上の摩擦係数や断層モデルに依らず、南関東においては ΔCFF が増加

したメカニズム解の数は減少したものに比べて多い。  

しかしながら、関東地方においてどこでも地震活動が活発化することが期待されるわけ

ではない。図 4(P.120)において ΔCFF が増加したメカニズム解が数多く分布している領域

では、東北沖地震による応力変化によって地震活動が活発化することが期待されるが、逆

に ΔCFF が減少したメカニズム解が分布する領域では応力の減少により地震活動度は低下

することが期待される。ΔCFF が増加した地震の割合が顕著に高い領域は、30 km より浅い

地震に対しては伊豆や箱根領域を含む静岡県東部から神奈川県西部である。一方で、深さ

30～100 km の地震に対しては、茨城県南西部と東京湾から銚子に至る千葉県北部領域であ

る。  

茨城県南西部には、PHS と PAC の沈み込みに伴う 2 つの活発な地震クラスターが存在し

ており、低角逆断層型の地震が数多く発生している。また、沈み込むスラブ内では正断層

型や横ずれ型の発震機構を持つ地震が発生している。この領域におけるクーロン三角ダイ

アグラム（図 5(d)、P.121）からは、多くの逆断層型に対する ΔCFF は顕著に正である一方、

正断層型の発震機構解に対して計算された ΔCFF の多くが負であることがわかる。またい

ずれのメカニズム解カタログを用いた場合でも、ΔCFF が正の地震の割合が非常に高く（図

5(a)(P.121)、図 5(b)(P.121)）、東北沖地震によって地震活動が活発化することが期待される。  

この領域における本震後の地震活動は、本震前の期間の地震活動から推定されたパラメ

ータを用いて ETAS モデルから期待される地震活動度に比べ顕著に活発化した（図 6(a)、

P.122）。ETAS モデルで期待される地震活動と観測された地震活動の乖離は、東北沖地震前

後においてそのパラメータに時間的変化があった可能性を示唆する。また本震前に比べて、

本震後に逆断層型の地震の割合が大きく増加し、正断層型の地震の割合は大きく減少した

（図 5(c)、P.121）。これは東北沖地震による ΔCFF と調和的である。  

また、千葉県北西部や北東部（銚子付近）の PAC 上面で発生する地震活動も同様に、ΔCFF

が正の地震の割合が高く、東北沖地震後に地震活動の顕著な活発化が観測されている（図

6(b)(P.122)、6(c)(P.122)）。伊豆・箱根領域を含む神奈川県東部から静岡県西部においても、
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地震活動度の活発化は明瞭であり、時間的な減衰は場所により大きく異なるが本研究は第

一近似的に本震後の地震活動変化を良く説明している。  

また、MeSO-net で観測された初動に基づいて推定したメカニズム解ならびに F-net メカ

ニズム解に対して計算した ΔCFF の時間的な変化を調査した。その結果、本震後のメカニ

ズム解に対する ΔCFF は、本震前に比べて顕著に正に偏っている傾向が認められた。これ

は ΔCFF による地震トリガリング仮説を支持する。  

東北沖地震の断層モデルは、本報告で使用した津波波形インヴァージョンによるモデル

（Satake et al., 201312)）のほかに、遠地実体波（例えば、Ide et al., 201114)）や強震動デー

タ（例えば、Yoshida et al., 201115)), GPS 観測（例えば、Ozawa et al., 201116))ならびにこれ

らのデータのジョイントインヴァージョン（例えば、Simons et al., 201117)、Yokota et al., 

201118)）に基づき推定されている。これらのモデルには大きなすべりがあった領域ならび

に関東付近におけるすべり量に相違が認められる。また、本報告では見掛け上の摩擦係数

として 0.4 を仮定したが、岩石組成、間隙圧等によってこの値は変化することが考えられ

る。そこで様々な断層モデルに対して見掛け上の摩擦係数を 0.1、0.4 ならびに 0.7 に変化

させた場合についても同様に ΔCFF を計算した。その結果、結論は使用する断層モデルや

見掛け上の摩擦係数に依らないことが確認された（図 7、P.123）。  

本手法は、過去に発生したメカニズムと同様の地震が本震後に発生するという仮定に基

づいている。したがって、過去の地震のメカニズム解が決定されていない領域や、過去の

地震と異なるメカニズム解の地震が発生した領域に対しては適用が困難である。例えば、

茨城県北部から福島県南部にかけて東北沖地震後に浅発地震が活発化したが、この領域で

は本震前の地震活動度は低かったため、メカニズム解データがほとんどなかった。東北沖

地震後には正断層型の地震が多く発生しており、これらを受け手側の断層メカニズム解と

して計算した ΔCFF はそのほとんどが顕著に正である。したがって、この領域において活

発化した地震活動も本震による ΔCFF によって誘発された地震活動であると解釈できる。

本手法による大地震後の地震活動度変化の予測精度向上のためには、こういった地震活動

が不活発な領域における応力場の詳細な解明が必要であり、長期間にわたって微小地震観

測を継続することは重要である。  

東北沖地震後の地震活動度変化は、概ね本震による ΔCFF で説明することが可能である

が、以下に挙げる要因も可能性として考えられる。1 つ目の可能性は、地震波の伝播に伴

う動的応力変化によるものである。M9.0 の巨大地震によって発生した大振幅の地震波の伝

播に同期して、各地でローカルな地震が誘発されたことが報告されており（例えば、

Miyazawa, 201119); Yukutake et al., 201120)）、特に火山が分布する伊豆や箱根などの地熱地帯

では動的応力変化によって効率的に地震活動が誘発された可能性が考えられる。2 つ目は、

本震後に発生した大地震やごく近傍で発生した微小地震による応力変化である。対象とし

た領域あるいはその近傍においては、本震直後に発生した茨城県沖地震（M7.6）、2011 年

3 月 12 日の新潟・長野県境の地震（M6.7）、2011 年 3 月 16 日の静岡県東部の地震（M6.2）、

2011 年 4 月 11 日の福島県浜通りの地震（M7.0）の顕著地震だけでなく、数多くの中規模

地震も発生しており、これらの寄与もその近傍においては無視できないと考えられる。3

つ目は流体の寄与である。本震後に観測されている顕著な余効すべりによって深部におけ
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る脱水反応が促進され、その流体の移動による間隙圧の上昇により断層運動が促進される

可能性もある。実際に東北地方において本震後に活発化した領域の一部は単純な応力変化

では説明が困難で、なおかつ流体の移動を想起させる震源の移動が認められるものがある。

4 つ目の可能性は余効すべりや粘性による応力変化である。GPS 観測によって本震後に顕

著な余効すべりが発生していることが報告されており、銚子沖において約 1.2 m 程度の累

積すべり量が推定されている（国土地理院，201221)）。これらは、本震直後の地震活動度変

化の議論には無視できると考えられるが、本震からの時間が経過するにつれて、その寄与

は相対的に増加するものと考えられる。  

 

3）過去に南関東で発生した大地震の選定と古地震記録等の収集・デジタルデータ化 

大地震の長期的な繰り返し挙動やその複雑性を理解するためには、100 年程度に過ぎな

い近代計器観測のみでは困難が伴う。日本では過去 1000 年以上にわたって古文書記録が残

されており、計器観測以前の歴史地震による被害分布ならびにその震源像を解明するため

にはこれらの歴史資料の収集と分析が必須である。  

南関東では江戸幕府が開府された 17 世紀初頭以降、歴史資料は徐々に増加し、これら

に基づき被害分布の解明ならびに震源域の推定等が行われてきた。しかしながら、収集さ

れた歴史資料の多くはアナログ媒体のままであり、これらの歴史資料を、検索機能を有す

る電子データベース化することは今後の歴史地震研究をより推進するための基礎資料とし

て重要である。また、首都圏地震観測網によって観測された近年の地震の震度分布や、そ

の観測データを利用して高解像度で推定された地震波の減衰構造と、歴史資料に基づき推

定された震度分布を結び付けることで、歴史地震の震源決定あるいは類型化を実施するこ

とができると期待される。古代・中世に発生した歴史地震の史資料は、「古代・中世地震・

噴火史料データベース」（例えば石橋・古代中世地震史料研究会，201122)）に電子化されて

いる。しかしながら近世史資料のデータベース化はその量が膨大なため、わずかな先行研

究に限られる。そこで平成 24 年度は、主に 1600 年以降に南関東およびその周辺で発生し

た被害地震を対象としてこれらの歴史資料を収集し、デジタルデータ化を実施した。  

関東における被害地震は、関東地震の発生前に集中する傾向にあることが指摘されてい

る（例えば、中央防災会議，200423)）。地震調査委員会(2004)7)によってその他の南関東で

発生する M7 級地震の 30 年確率を算出する根拠となった 5 地震のうち、4 地震（1894 年明

治東京地震、1895 年ならびに 1921 年茨城県南部の地震、1922 年浦賀水道付近の地震）は

1923 年大正関東地震の発生前 30 年間に発生しており、これらの被害地震は関東地震発生

前の応力場に特徴的である可能性がある。その場合、同様の地震が 1703 年元禄地震前にも

発生していた可能性があり、1923 年大正関東地震前の被害地震と対比するために、元禄地

震前の被害地震を調査することは重要であると考えられる。   

そこで本年度は、江戸時代以降 1703 年元禄地震までに関東とその周辺域において発生

した地震を対象として、歴史資料の収集ならびにデジタルデータ化を実施した。史料には

地震発生と同時代に作成された信頼性の高いものと、伝聞等に基づいて後世に作成された

信頼性の低いものが混在する。そのため史料の信頼性の検討を行い、明治時代以降に作成

されたものや、原本が不明なものはデジタルデータ化の対象から除外した。なお、デジタ



100 
 

ルデータ化の書式として、電子データベースにおいて検索機能が可能な XML 言語を選ん

だ。調査した史料は『増訂大日本地震史料』（第一巻、第二巻）、『新収日本地震史料』（第

二巻、第二巻別巻、補遺、補遺別巻、続補遺、続補遺別巻）、『日本の歴史地震史料』（拾遺、

拾遺別巻、拾遺二、拾遺三、拾遺四ノ上）に掲載された史料である。その結果、図 8(P.124)

に示す 17 地震を今年度の対象地震とした。各地震に対して掲載されている史料ならびにそ

の頁数を表 1(P.112～113)に示す。なお、地震名については暫定的に宇佐美(2003)24)を参考

としたが、今後の調査によってより適切な地震名に変更される可能性がある。図 9(P.124)

に XML 化準備作業（マーカー引き作業）の一例を、以下に XML データの一例を示す。  

 

ボリューム名：増訂大日本地震史料 第一巻  

 

地震名：慶安二年七月二十五日（一六四九、九、一、）  

 

網文： 武藏國地強ク震ヒ、江戸城平川口腰掛、舂屋、及ビ雜司谷藥園ノ茶室等破損シ、川

崎驛ノ人家百軒潰レタリ、  

End of Section 

 

史料名：〔人見私記〕   

 

 

▼ 

七月廿五日、辰刻ヨリ甚雨、午ノ下刻地震甚シ、未下刻少地震ス、且雜司谷御藥園御茶屋、

依令破損、爲修復、奉行堀惣兵衛、花房又七郎被仰付旨、信綱申渡、次ニ平川口腰掛、並

御舂屋破損奉行、小笠原久左衛門、中島權右衛門エ被仰付旨、同人申渡ス、且地震ニ付、

川崎町屋百間程崩由、夜ニ入伊奈半十郎注進ス、  

End of Section 

 

史料名：〔家乘略〕  

 

 

▼ 

七月廿五日、午刻地震、  

End of Section 

 

史料名：〔御徒方萬年記〕  

 

 

▼ 

七月廿五日、晝地震、   
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End of Section 

 

史料名：〔慶安日記増補〕  

 

 

▼ 

七月廿五日、午下刻地震、諸大名根來御番所迄出仕、當番久世三四郎、矢部藤九郎ニ對面

シ、退出ス、  

End of Section 

同廿六日、中根壹岐守○正盛、側衆、ヲ日光ヘ被遣、  

御宮地震ニ別條無之哉否ヲ尋サセラル、八朔歸府、御宮無恙由申ス、  

End of Section 

 

史料名：〔慶安年録〕   

 

 

▼ 

一、雜司ケ谷御藥園之御茶店、依令破損、爲修復奉行堀宗衛、花房又七郎被仰付之、  

End of Section 

 

史料名：〔大猷院實紀〕  

 

 

▼ 

○廿五日、○中略今朝大雨、午刻又大地震、よて中根壹岐守正盛に双嚴院豪俔をそへて日光

山につかはさる、けふの地震により川崎驛の民屋百四五十軒、寺七宇崩頽し、その邊四五

村民屋破れ倒れ、人畜毀傷する者多きよし、代官伊奈半十郎忠治より注進す、   

End of Section 

 

史料名：〔山鹿素行先生日記〕  

 

 

▼ 

七月二十五日、未刻、大地動、  

End of Section 

 

4）1703 年元禄関東地震よりも前の関東地震の履歴解明を目的とした地質試料の再検討な

らびに分析 

関東地震の発生履歴を解明することは、次の首都直下型地震がいつ活動期を迎えるかを
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推測する上でも重要である。現在のところ、（大正型）関東地震の平均再来間隔は 200～400

年と見積もられているが（地震調査委員会，20047)）、発生が明らかにされている関東地震

は 1923 年大正関東地震と 1703 年元禄地震に限られる。元禄の一つ前の関東地震について

は、歴史資料から 1293（正応六または永仁元）年の地震（石橋，199125)）や、1433（永享

五）年の地震（石橋，199426)）などが候補として挙げられている。一方、地形学的調査か

らは、岩井低地の離水海岸地形から大正型関東地震の発生年代として西暦 1050 年前後が推

定されているが（宍倉・他，200127)）、史料から推定される関東地震の発生年代とは相違が

見られていた。  

三浦半島に位置する油壺験潮場に残された潮位記録からは、1923 年大正関東地震時に

1.4 m ほど隆起し、大正関東地震発生後、現在に至るまで年間約 3.7 mm の速度で沈降して

いることが明らかになっている（例えば、加藤・津村，197928)；Ozawa et al., 199729)）。ま

た三浦半島沿岸では、離水海岸地形の調査から 1923 年関東地震と 1703 年元禄地震の隆起

量は同程度であったと推定されている（Matsuda et al., 1978 30);宍倉，200331)）。1923 年大正

関東地震と 1703 年元禄地震に伴い、関東沿岸域には 1 m 以上の津波が来襲したことが明

らかにされており（羽鳥・他，197332)）、関東地震による津波堆積物が地層中に保存されて

いる可能性が高い。  

これらの背景から、首都直下地震防災・減災特別プロジェクトにおける「液状化痕等に

よる首都圏の古地震の調査研究」では、元禄地震よりも前の関東地震の履歴解明を目的と

して神奈川県三浦半島の南西端に位置する小網代湾、ならびに南端に位置する江奈湾にお

いて 3 m 長のハンディジオスライサー(中田・島崎，199733)；高田・他，200234))ならびに

15 m 長のロングジオスライサー（今泉・他，199735)）を用いた掘削調査等を実施してきた

（例えば、千葉・他，201136)）。  

そのうち、小網代湾の入り江干潟において実施されたハンディジオスライサー掘削調査

からは 3 枚の津波堆積物が認定され、上位と中間の津波堆積物はそれぞれ大正関東地震、

元禄地震と対応することが明らかになった（Shimazaki et al., 201137)）。また、元禄地震の

一つ前の関東地震によるものと考えられる最下位の津波堆積物の堆積年代は、

1060-1400AD と推定され、歴史資料による関東地震の候補との対比から、1293（正応六ま

たは永仁元）年の地震（石橋，199125)）が一つ前の関東地震であった可能性が示唆された。 

上記は、関東地震の発生履歴を解明する上で大変重要な成果である。しかしながら、そ

の他にも被害地震に関する記録が残されているため、歴史資料の収集・整理から 1923 年大

正や 1703 年元禄との類似性（地殻変動や津波記述の有無、地震被害の地域性）を精査し、

上記の地形・地質学的調査で得られた結果と対比することで、関東地震の候補を再検討す

る。また、より高い信頼性を以て歴史地震と対比するためには、堆積年代をより正確に推

定する必要がある。  

そこで本年度は、小網代湾内の 3 カ所において平成 21 年度に実施したロングジオスラ

イサー掘削調査により採取された試料の再検討ならびに分析を行った。東西にならぶ 3 地

点のうち、最も西の地点で採取した試料上部の目視観察からは、礫、粗粒砂、貝殻片など

からなる粗粒堆積物が認められた。これらの層は、それを挟む上下の主に細粒砂やシルト・

粘土から構成される内湾性堆積物とは明瞭に異なる。1 本のジオスライサー試料について
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深さ 2 m までの粒径分析（-1.0φから 4.5φより細粒まで、0.5φ刻みで 13 段階のふるい分け）

を行った結果、イベント層と考えられる 5 つの粗粒堆積物の層が見いだされた（図 10、

P.125）。  

これらの津波堆積物を挟むシルト層、あるいは砂混じりのシルト層から採取された木片

や合弁二枚貝の 14C 年代からそれぞれの津波堆積物の堆積年代を推定した（図 11、P.125；

表 2、P.114～116）。暦年較正には暦年較正プログラム OxCalv4.1（Bronk Ramsey, 200938)）

を使用し、較正データとして陸源試料には Intcal04 (Reimer et al., 200439))を、海洋起源の試

料には Marine04 (Hughen et al., 200440))をそれぞれ用いた。また、三浦半島における標準的

な海洋リザーバー効果からの偏差には Shishikura et al. (2007) 41)の値を用いた。  

最上位の粗粒堆積物は海底面のごく直下にある。また上から 2 番目の粗粒堆積物に対応

して、別のコアでは手のひら大の亜円礫が水平に堆積していた。その上部にのみ付着した

フジツボの年代は 1560-1820AD（2σ、海洋滞留効果および暦年補正値）と求められた。付

近の元禄隆起ノッチの穿孔貝の年代（Shishikura et al., 200741)）と同様の年代を示すことか

ら、元禄津波によって運ばれて堆積した後にフジツボが付着した可能性が考えられる。ま

た、上から 3 番目の層内における合弁貝殻からは 1230-1400AD（図 11(a)、P.125）の放射

性炭素年代が、また木片からは 1210-1280AD（図 11(b) 、P.125）の放射性炭素年代が得ら

れた。これら 3 層の粗粒堆積物層は、主にその年代から湾奥の干潟で採取された 3 枚の関

東地震による津波堆積物と対比される。Shimazaki et al. (2011)37)では、上から 3 枚目の津波

堆積物の堆積年代は 1060-1400AD と推定されていたが、湾内ロングジオスライサー掘削か

ら採取された放射性炭素年代を加えると、その堆積年代は 1210-1400AD となり、1293（正

応六または永仁元）年の鎌倉大地震が元禄以前の関東地震であった可能性を支持する。  

 しかし津波堆積物は、完全に保存されているわけでなく、堆積環境によって地層内に保

存されなかったり、あるいはその後の津波等によって剥削されたりする可能性がある。し

たがって、関東地震の履歴解明には広範にわたる津波堆積物調査のみならず、地形・地質

学的調査が重要である。  

静岡県伊東市（宇佐美）の遺跡発掘現場からは、15 世紀のイベント性堆積物が発見され、

これは当初 1498（明応七）年東海地震によるものと考えられてきた（藤原・他，200742)）。

しかしながら、東海地震によって静岡県東岸に大津波が押し寄せるとは考えにくい。近年、

歴史資料の再検討から、これは 1498（明応七）年東海地震の誤記とされてきた 1495 年（明

応四年八月十五日）の地震が関東地震であり、これによる津波堆積物である可能性が示唆

されている（金子，201243)）。  

 1293（正応六または永仁元）年鎌倉大地震ならびに 1495（明応四）年の地震が、関東地

震であった場合、その発生間隔は、202 年（1293 年の地震と 1495 年の地震間）、208 年（1495

年の地震と 1703 年元禄地震間）、220 年（1703 年元禄地震と 1923 年大正関東地震間）とな

り、発生間隔のばらつきは小さい。一方で、1293 年の地震が元禄地震の一つ前の関東地震

であった場合、元禄地震との発生間隔は 410 年となり、大きなばらつきがあることになる。

1495（明応四）年の地震が関東地震であったのか否かは、上記の観点から非常に重要な課

題である。  

そこで、本年度は静岡県伊東市宇佐美地区の 4 箇所において径 116 mm のオールコアボ
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ーリングを、伊東市伊東地区 A、伊東地区 B の 2 地点 5 箇所において径 90 mm の定方

位簡易ボーリング掘削を実施し、地質試料を採取した（図 12(P.126)、図 13(P.127)）。定方

位簡易ボーリング掘削には自走型打撃式土壌サンプラー（ロングフェース、ウインチ内臓）

を用いた（図 13、P.127）。  

宇佐美では標高 8.1 m から掘り始め、うち上部 1.2 m は盛り土であった。盛り土を除く

と、コアは有機質のシルト層を主体として、その間に砂層や礫層が繰り返し堆積している

（図 14、P.128）。主要なイベント性の砂層や礫層は 9 枚程度（層厚数 cm から最大 80 cm）

視認され、薄い砂層を含めるとその数は更に多くなる。これらのうち、最上位のものは付

近の遺跡発掘現場から見つかった 15 世紀のイベント性堆積物と非常に類似した堆積学的

特徴を有し、分布として広がりを持っていることが確認された。しかしながら、これらの

イベント性堆積物が津波や高潮（海起源）であるのか、洪水や土石流（陸起源）であるの

かについては堆積相のみからは判断が困難であるため、今後は珪藻分析等を実施して詳細

に検討する必要がある。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

MeSO-net による観測データを含めて、東北沖地震後に活発化した中小地震を含む震源な

らびに発震機構解の決定を行った。今後は初動だけでなく、P 波と SH 波の振幅比を用い

ることにより、発震機構解の精度・信頼性をより向上させることができる可能性がある。

また、大地震の応力変化によるメカニズム解や地震活動度の変化を表示する方法としてク

ーロン三角ダイアグラムを提案し、東北沖地震前後の南関東における地震活動度変化に適

用した。その結果、東北沖地震後の南関東における地震活動度変化は、大局的に本震によ

る ΔCFF で説明することができることがわかった。本手法の精度向上のためには、MeSO-net

によって観測された地震の震源決定や発震機構解の推定を継続し、関東地方における詳細

な応力場解明のための基礎データを蓄積することが重要である。  

 南関東における長期的な地震活動度の変化や歴史地震の震源像の解明の基礎資料として、

1600 年以降 1703 年元禄地震までの期間に発生した 17 地震を対象として、歴史資料の収集

ならびにデジタルデータ（XML）化を実施した。今後、これらの歴史資料に基づき推定し

た被害分布（震度分布）と MeSO-net による観測から推定された地震波減衰構造から、近

代計器観測に基づいて推定された顕著地震と同様に類型化を試み、1923 年大正関東地震発

生前の顕著地震との比較検討を行う。また次年度以降には、1703 年元禄地震以降について

も、歴史資料の収集ならびにデジタルデータ化を実施し、今後の歴史地震研究の基礎資料

として電子データベース化することを目的とする。  

 首都直下地震防災・減災特別プロジェクトでは、小網代湾の入り江干潟において実施さ

れ た ハ ン デ ィ ジ オ ス ラ イ サ ー 掘 削 調 査 か ら 採 取 さ れ た 津 波 堆 積 物 の 堆 積 年 代

（1060-1400AD）と歴史資料による関東地震の候補との対比から、1293（正応六または永

仁元）年の地震が元禄以前の関東地震であった可能性が示唆された（Shimazaki et al., 

201137)）。しかしながら、上記の堆積年代には幅があり歴史地震とより高い信頼性を以て対

比するためには、堆積年代をより正確に推定する必要がある。そこで本年度は、小網代湾

内において実施したロングジオスライサー試料の再検討ならびに分析を行った。  



105 
 

その結果、元禄以前の関東地震によると考えられる、上から 3 番目の津波堆積物の堆積

年代は 1210AD 以降に堆積したと考えられ、同湾干潟において実施されたハンディジオス

ライサー調査から推定された元禄より前の関東地震の発生年代（1060-1400 AD）を更に絞

り込める可能性が示された。なお、さらに下層にも粗粒なイベント性堆積物が認められて

おり、今後はこれらの堆積年代や粒経分析から関東地震の更なる履歴解明を目指す。  

堆積物は堆積環境やその後の剥削によっては保存されない可能性があるため、上記の津

波堆積物が元禄の一つ前の関東地震による津波堆積物である保証はない。そのため、関東

地震の発生履歴解明には小網代湾以外における津波堆積物調査が必須である。そこで今後

は、三浦半島南端に位置する江奈湾におけるハンディジオスライサー掘削調査や静岡県伊

東市（宇佐美）において採取した地質試料の分析を実施し、小網代湾における津波堆積物

との比較検討を行う。さらに今後は津波堆積物調査のみならず、地形学的調査によって明

らかにされた関東地震の痕跡と対比することで、その信頼性が向上していくものと考えら

れる。  
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  なし 

 

(3) 平成２５年度業務計画案 

前年度に引き続き、（1）a と連携して中小地震の震源・発震機構解の決定を行う。1885

年以降に南関東で発生した大地震の波形記録や検測値等の収集、整理を行う。過去に南関

東で発生した歴史地震に関する古地震記録を収集し、デジタルデータ化を実施する。津波

堆積物や離水段丘面等の地形・地質学的調査、液状化痕や歴史資料の再検討ならびに既往

研究の整理に基づき、関東地震の発生履歴の推定を進める。業務の円滑な遂行ならびに他

課題との連携のため、検討会を開催する。  
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表 1  17-18 世紀に関東地方において発生した歴史地震に関する既刊地震史料集の頁数  

 

1）1615年 6月 26日（慶長二十年六月一日）の江戸地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 711 0.6 

『新収日本地震史料』（続補遺） 48 0.1 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 30 0.6 

                         計：1.3 頁 

2）1630年 8月 2日（寛永七年六月二十四日）の江戸地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 730－731 1.2 

『新収日本地震史料』（第二巻） 119－120 0.6 

『新収日本地震史料』（補遺） 107 0.1 

                         計：1.9 頁 

3）1633年 3月 1日（寛永十年一月二十一日）の小田原地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 737－743 5.3 

『新収日本地震史料』（第二巻） 121－127 5.5 

『新収日本地震史料』（補遺） 108 0.4 

『新収日本地震史料』（続補遺） 54－55 0.4 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 31－32 1.7 

                        計：13.3 頁 

4）1635年 3月 12日（寛永十二年一月二十三日）の江戸地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 745－746 1.3 

『新収日本地震史料』（第二巻） 129 0.4 

『新収日本地震史料』（補遺） 109 0.2 

                        計：1.9 頁 

5）1647年 6月 16日（正保四年五月十四日）の江戸・小田原地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 777－783 6.4 

『新収日本地震史料』（第二巻） 154－158 4.2 

『新収日本地震史料』（補遺） 114－116 1.6 

『新収日本地震史料』（続補遺） 59 0.4 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 34 0.1 

                        計：12.7 頁 

 

 

 

6）1648年 6月 13日（慶安元年四月二十二日）の小田原地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 787－788 1.0 

『新収日本地震史料』（第二巻） 162－163 1.2 

『新収日本地震史料』（補遺） 117 0.2 

『新収日本地震史料』（続補遺） 61 0.4 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 35 0.3 

                         計：3.1 頁 

7）1649年 7月 30日（慶安二年六月二十一日）の川越地震 

史料集 頁範囲 頁数

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 791－797 6.0 

『新収日本地震史料』（第二巻） 167－177 10.0 

『新収日本地震史料』（補遺） 119－128 10.0 

『新収日本地震史料』（続補遺） 62－63 1.0 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 35－36 0.7 

『日本の歴史地震史料』（拾遺四ノ上） 35 0.2 

                       計：27.9 頁 

8）1649年 9月 1日（慶安二年七月二十五日）の川崎地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 797－798 1.1 

『新収日本地震史料』（第二巻） 178 0.7 

『新収日本地震史料』（補遺） 129－130 1.7 

『新収日本地震史料』（続補遺） 63 0.4 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 36－37 0.7 

                         計：4.6 頁 

9）1650年 4月 24日（慶安三年三月二十四日）の日光地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 800－801 1.2 

『新収日本地震史料』（第二巻） 179－180 0.6 

『新収日本地震史料』（補遺） 131 0.5 

『新収日本地震史料』（続補遺） 63 0.3 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 37 0.1 

                         計：2.7 頁 
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10）1659年 4月 21 日（万治二年二月三十日）の岩代・下野地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 809－810 0.4 

『新収日本地震史料』（第二巻） 198－200 2.4 

『新収日本地震史料』（補遺） 139 0.8 

『新収日本地震史料』（続補遺） 68 0.3 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 39－47 8.6 

                        計：12.5 頁 

11）1670年 7月 21 日（寛文十年六月五日）の相模地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 865 0.4 

『新収日本地震史料』（第二巻） 336 0.1 

                        計：0.5 頁 

12）1677年 11月4 日（延宝五年十月四日）の房総沖地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 880－884 3.9 

『新収日本地震史料』（第二巻） 384－388 3.9 

『新収日本地震史料』（補遺） 231－233 2.6 

『新収日本地震史料』（続補遺） 121 0.6 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 63 0.6 

                        計：11.6 頁 

13）1683年 6月 17 日（天和三年五月二十三日）の日光地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 893 0.1 

『新収日本地震史料』（第二巻） 414－424 9.5 

『新収日本地震史料』（補遺） 249－257 8.7 

『新収日本地震史料』（続補遺） 124－125 1.0 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 68－69 0.9 

『日本の歴史地震史料』（拾遺三） 93 0.5 

                        計：20.7 頁 

14）1683年 6月 18 日（天和三年五月二十四日）の日光地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 893－897 3.9 

『新収日本地震史料』（第二巻） 424 0.1 

                        計：4.0 頁 

15）1683年 10月 20 日（天和三年九月一日）の日光地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第一巻） 898－899 1.5 

『新収日本地震史料』（第二巻） 425－430 4.9 

『新収日本地震史料』（補遺） 258－263 4.3 

『新収日本地震史料』（続補遺） 125 0.4 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 69－73 4.0 

『日本の歴史地震史料』（拾遺三） 94 0.4 

                        計：15.5 頁 

16）1697年 11月25 日（元禄十年十月十二日）の江戸・鎌倉地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第二巻） 19－20 0.8 

『新収日本地震史料』（第二巻） 508－510 1.5 

『新収日本地震史料』（補遺） 302－304 2.3 

『日本の歴史地震史料』（拾遺） 82 0.3 

『日本の歴史地震史料』（拾遺三） 98 0.1 

『日本の歴史地震史料』（拾遺四ノ上） 60 0.2 

                         計：5.2 頁 

17）1703 年 12 月 31 日（元禄十六年十一月二十三日）の元禄関東

地震 

史料集 頁範囲 頁数 

『増訂大日本地震史料』（第二巻） 35－74 39.4 

『新収日本地震史料』（第二巻別巻） 1－290 289.4 

『新収日本地震史料』（補遺別巻） 1－141 141.0 

『新収日本地震史料』（続補遺別巻） 1－27 26.5 

『日本の歴史地震史料』（拾遺別巻） 1－42 42.0 

『日本の歴史地震史料』（拾遺二） 84－85 1.4 

『日本の歴史地震史料』（拾遺三） 99－135 36.5 

『日本の歴史地震史料』（拾遺四ノ上） 62－84 22.8 

                        計：599.0 頁 

                        合計738.4頁 
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表 2 小網代湾ロングジオスライサーから採取された試料の放射性炭素年代 

 

No. Site depth 

(m) 

Material Conventional age  

(yBP) 

Calendar year  

(1ો) 

Calendar year  

(2ો) 

1 1S 0.75-0.80 acorn barnacle 705 ± 29 1628AD-1801AD 1561AD - 1816AD 

2 1S 0.84 wood 802 ± 31 1219AD - 1261AD 1179AD - 1275AD 

3 1S 1.22 wood 872 ± 32 1058AD - 1217AD 1043AD - 1252AD 

4 1S 1.22-1.23 gamopetalous clam 1,169 ± 28 1260AD - 1336AD 1227AD - 1397AD 

5 1S 1.32 wood 785 ± 29 1225AD - 1265AD 1209AD - 1280AD 

6 1S 1.47 wood 1,184 ± 32 781AD - 887AD 723AD - 963AD 

7 1S 1.64 wood 1,379 ± 33 635AD - 671AD 600AD - 688AD 

8 1S 1.72 wood 1,528 ± 30 441AD - 584AD 432AD - 602AD 

9 1S 2.11 wood 1,459 ± 24 585AD - 636AD 562AD - 646AD 

10 1S 2.57 wood 911 ± 32 1044AD - 1164AD 1033AD - 1208AD 

11 1S 2.77 wood 1,723 ± 36 256AD - 382AD 240AD - 404AD 

12 1S 3.23 wood 2,538 ± 35 793BC - 571BC 801BC - 540BC 

13 1S 3.43-3.48 wood 3,493 ± 36 1880BC - 1769BC 1916BC - 1696BC 

14 1S 3.45-3.50 wood 3,522 ± 40 1908BC - 1773BC 1954BC - 1742BC 

15 1S 3.54-3.56 wood 3,853 ± 39 2455BC - 2211BC 2462BC - 2205BC 

16 1S 3.67-3.70 (carbonized) wood 3,566 ± 37 1973BC - 1834BC 2025BC - 1775BC 

17 1S 3.69 wood 3,638 ± 38 2114BC - 1945BC 2135BC - 1901BC 

18 1S 3.82 wood 3,897 ± 39 2465BC - 2341BC 2476BC - 2212BC 

19 1S 4.06-4.07 (carbonized) wood 3,999 ± 34 2567BC - 2476BC 2618BC - 2463BC 

20 1W 0.18 wood 248 ± 20  1644AD - 1664AD 1637AD - 1953AD 

21 1W 0.64 wood 739 ± 22 1265AD - 1281AD 1228AD - 1290AD 

22 1W 0.71 wood 794 ± 22 1225AD - 1259AD 1215AD - 1272AD 

23 1W 0.86-0.88 wood 896 ± 35 1048AD - 1207AD 1039AD - 1215AD 

24 1W 0.98-1.00 wood 1,202 ± 37 778AD - 879AD 690AD - 942AD 

25 1W 1.10 wood 1,155 ± 23 784AD - 950AD 780 AD - 969AD 

114 
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26 1W 1.22-1.24 wood 1,285 ± 37 674AD - 770AD 656AD - 856AD 

27 1W 1.36 wood 1,314 ± 38 660AD - 766AD 650AD - 775AD 

28 1W 1.41-1.42 wood 1,388 ± 38 621AD - 666AD 579AD - 688AD 

29 1W 1.48 wood 1,320 ± 26 659AD - 763AD 653AD - 770AD 

30 1W 1.89-1.90 (carbonized) wood 1,708 ± 35 259AD - 390AD 250AD - 410AD 

31 1W 2.10 wood 1,962 ± 24 18AD - 70AD 40BC - 85AD 

32 1W 2.17 wood 1,665 ± 24 351AD - 417AD 262AD - 429AD 

33 1W 2.25 wood 1,564 ± 33 434AD - 540AD 420AD - 567AD 

34 1W 2.81 wood 1,986 ± 35 37BC - 54AD 88BC - 115AD 

35 1W 2.90-2.91 wood 1,914 ± 38 33AD - 130 AD 3AD - 214AD 

36 1W 3.08-3.14 Phacosoma japonicum 2,697 ± 35 398BC - 260BC 476BC - 196BC 

37 1W 3.17-3.19 wood 2,246 ± 34 385BC - 231BC 393BC - 206BC 

38 1W 3.48 wood (blanch) 3,277 ± 39 1609BC - 1507BC 1663BC - 1452BC 

39 1W 3.75-3.77 wood 4,450 ± 40 3324BC - 3024BC 3339BC - 2932BC 

40 2S 1.43 wood 840 ± 31 1165AD - 1225AD 1057AD - 1265AD 

41 2S 1.62 gamopetalous clam 1,068 ± 32 1334AD - 1415AD 1304AD - 1445AD 

42 2S 1.80 Phacosoma japonicum or Dosinia 

corrugata 

1,188 ± 31 1246AD - 1322AD 1202AD - 1389AD 

43 2S 1.82 wood 981 ± 33 1017AD - 1149AD 992AD - 1155AD 

44 2S 1.86 gamopetalous clam 1,239 ± 31 1211AD - 1293AD 1148AD - 1322AD 

45 2S 2.58 gamopetalous clam 1,568 ± 32 864AD - 986AD 798AD - 1023AD 

46 2S 2.85 acorn barnacle 1,983 ± 34 444AD - 562AD 390AD - 625AD 

47 2S 2.92 gamopetalous clam 1,908 ± 32 541AD - 650AD 463AD - 671AD 

48 2S 2.98 acorn barnacle 3,908 ± 36 1891BC - 1750BC 1965BC - 1683BC 

49 2S 3.05 wood 2,463 ± 33 752BC - 511BC 759BC - 414BC 

50 2S 3.28 acorn barnacle 2,521 ± 33 191BC - 53BC 304BC - 4AD 

51 2N 1.00 wood 724 ± 34 1261AD - 1292AD 1224AD - 1382AD 

52 2N 1.23 wood 965 ± 34 1022AD - 1151AD 1015AD - 1160AD 

53 2N 1.28 gamopetalous clam 697 ± 34 1641AD - 1803AD 1554AD - 1828AD 
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114 
 

54 2N 2.13 wood 1,073 ± 33 900AD - 1016AD 894AD - 1020AD 

55 2N 2.34 gamopetalous clam 1,581 ± 33 842AD - 970AD 785AD - 1015AD 

56 2N 3.01 wood 2,168 ± 33 353BC - 172BC 363BC - 112BC 

57 3S 0.96-0.99 gamopetalous clam 937 ± 30 1436AD - 1501AD 1398AD - 1555AD 

58 3S 1.22-1.24 wood 1,250 ± 34 686AD - 804AD 676AD - 870AD 

59 3S 2.07 charcoal 2,012 ± 32 46BC - 25AD 98BC - 68AD 

60 3S 2.28 wood 2,517 ± 25 772BC - 566BC 790BC - 541BC 

61 3S 2.43 wood 2,249 ± 34 387BC - 232BC 394BC - 206BC 

62 3S 3.14 wood 3,095 ± 33 1418BC - 1316BC 1435BC - 1271BC 

63 3S 3.60 wood 3,885 ± 32  2457BC - 2341BC 2470BC - 2236BC 

64 3S 3.95 wood 4,207 ± 36 2890BC - 2705BC 2902BC - 2672BC 

65 3S 4.22 wood 3,931 ± 36 2477BC - 2347BC 2563BC - 2298BC 

66 3S 4.49 wood 4,363 ± 35  3013BC - 2919BC 3090BC - 2902BC 

67 3S 4.73 wood 4,490 ± 31 3332BC - 3101BC 3349BC - 3036BC 

68 3N 1.95-1.98 wood 2,221 ± 33 364BC - 209BC 382BC - 203BC 

69 3N 2.17-2.19 oyster 4,541 ± 36 2819BC - 2611BC 2851BC - 2555BC 

70 3N 3.45-3.47 wood 3,820 ± 37  2338BC - 2201BC 2458BC - 2142BC 

71 3N 3.77 wood 3,950 ± 34 2563BC - 2351BC 2570BC - 2341BC 

72 3N 4.12 wood 4,162 ± 40 2873BC - 2678BC 2884BC - 2623BC 

73 3N 4.85-4.90 Patinopecten albicans 5,253 ± 38  3631BC - 3527BC 3697BC - 3477BC 

74 3N 5.05-5.10 oyster 5,453 ± 39 3877BC - 3716BC 3926BC - 3666BC 

75 3N 5.47-5.50 wood 5,694 ± 41 4581BC - 4461BC 4682BC - 4452BC 

76 3N 5.88 wood (nut) 6,123 ± 40 5206BC - 4991BC 5210BC - 4956BC 
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図 1 首都直下地震観測網を用いて推定された地震の震源分布（上）ならびに発震機構解

（下）。左は東北沖地震前（2008 年 4 月 1 日～2010 年 12 月 18 日）、右は地震後（2011 年 3

月 11 日～2011 年 10 月 13 日）の期間。  



118 
 

 

図 2 決定された発震機構解（左）ならびに acceptable な発進機構解（右）の例。●は初動

が押し、○は引きの観測点を表す。押しの領域の色は震源の深さを表す。A ランクからＣ

ランクに向かって推定精度は低くなる。 
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図 3 (a)（左）2011 年東北沖地震前（2008 年 4 月 1 日～2010 年 12 月 18 日）の発震機構

解の分類（Frohlich, 19923）による）（右）地震後（2011 年 3 月 11 日～2011 年 10 月 13 日）

の発震機構解の分類。（b）（左）東北沖地震前の P 軸の方位分布。（右）地震後の P 軸の方

位分布。（c）（左）東北沖地震前の T 軸の方位分布。（右）地震後の T 軸の方位分布。  
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図 4 (a)関東・東海地殻活動観測網によって決定された発震機構解（防災科学技術研究所

による；第 1 節面）を受け手側の断層メカニズム解として計算した ΔCFF が 0.1bar 以上増

加した発震機構解の分布。色は深さを表す。(b) 0.1bar 以上減少した発震機構解の分布。(c)

東北地方太平洋沖地震前（左；2010 年 3 月 1 日～2011 年 3 月 10 日、M≥1.5、深さ 100 km

以浅）、(d)地震後（右；2011 年 3 月 11 日～2012 年 2 月 29 日、M≥1.5、深さ 100 km 以浅）

の震源分布（気象庁一元化震源カタログによる）。(e)第 1 節面、(f)第 2 節面を受け手側の

断層メカニズム解として計算した ΔCFF のヒストグラム。  
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図 5 (a) 関東・東海地殻活動観測網によって決定された発震機構解（防災科学技術研究所

による；第 1 節面）を受け手側の断層メカニズム解として計算された ΔCFF の分布。色は

ΔCFF を表す。(b) 関東・東海地殻活動観測網、F-net ならびに MeSO-net によって決定さ

れた発震機構解に対する ΔCFF のヒストグラム。(c)（左）東北沖地震前、（右）地震後の

発震機構解の割合（分類は Frohlich, 19923）による）。(d)（左）鬼怒川沿い、（右）筑波山下

の地震クラスターに対するクーロン三角ダイアグラム。押しの領域の色は計算された

ΔCFF を表す。  
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図 6 (a) 茨城県南西部、 (b) 千葉県北東部、（c）千葉県北西部における 1997 年 10 月以

降の地震の累積個数（赤実線）と ETAS モデルによる理論度数（青破線）の時間変化。黒

破線は東北沖地震の発生時を表す。左は通常時間、右は理論度数が傾き 1 の直線になるよ

うに時間軸を変換した場合の結果。  
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図 7 (a) 見掛け上の摩擦係数 0.1、 (b) 見掛け上の摩擦係数 0.4、（c）見掛け上の摩擦係数

0.7 に仮定した場合の様々な断層モデルによる関東地方における ΔCFF のヒストグラム。黒

は第 1 節面に対する結果を、白は第 2 節面に対する結果を表す。  
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図 8 1600 年以降 1703 年元禄地震までに関東及びその周辺で発生した顕著地震。マグニチ

ュードは宇佐美（2003）24）による。  

 

図 9 マーカー引きされた 1703 年元禄地震に関する歴史資料の一部（宇佐美龍夫編「日本

の歴史地震史料」拾遺四ノ上に加筆）。  
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図 10 神奈川県三浦半島小網代湾におけるロングジオスライサー試料（コア 1-W）におい

て実施した粒経分析結果。  

 

図 11 コア 1S の堆積物中から採取された合弁二枚貝（左）、木片（右）の放射性炭素年代

（暦年較正済み）。下のバーは 1σ の年代範囲を、上のバーは 2σ の年代範囲をそれぞれ表

す．  
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図 12 静岡県伊東市（宇佐美地区ならびに伊東地区 A・B）におけるボーリング掘削調査

地点。  

伊東地区 B 

伊東地区Ａ 

宇佐美地区 
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図 13 静岡県伊東市伊東地区 B（本郷公園）における自走型打撃式土壌サンプラー（ロン

グフェース、ウインチ内臓）を用いた定方位簡易ボーリング掘削風景。  
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図 14 静岡県伊東市宇佐美におけるボーリング掘削調査により採取された地質試料（上部

1.2 m の盛り土部分は除く）。  


